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世界におけるエネルギー需給の現状と予測
PresentStateandFutureProspectsofWorldEnergyStructure

1．まえがき

わが国のエネルギーの輸入依存度は85％と著しく高

いがこのような状況は相当長期にわたって改善されそ

うもない．おそらく原子力発電がわが国のエネルギー

供給の中心となる数十年後においても輸入依存度が50

％を切るのは容易でないであろうと思われる（15)．

この意味においてわが国は外国のエネルギー情勢に左

右されやすく，世界におけるエネルギー需給の現状と

将来の方向をより明確に把握しておくことは重要であ

る．

現状はともかく，将来を展望するうえで着目すべき

点が2つある．第一は2回の石油危機を経験し多くの

ことを学んだが，我々は得た知識以上にエネルギーの

情勢やその方向を理解したような気持ちになっている

ばかりでなく，将来のエネルギー需給についても楽観

的になっているようにみえる．たしかに石油に関して

も市場メカニズムが強力にはたらくことが判明し，ま

たかっては我々のエネルギーに対する見通しは混乱と

誤謬にみちたものであったことも事実である．しかし

エネルギー経済を取り巻く様々な外的要因は依然とし

て不透明かつ不安定なものが多く，いまの段階で再び

将来の判断を誤る可能性もある．

第2には将来の世界のエネルギー情勢にあたえる発

展途上国の影響である．発展途上国は，経済の発展と

ともにそのエネルギー使用形態がノンコマーシャルエ

ネルギーからコマーシャルエネルギーへ移行し，新た

なコマーシャルエネルギーの需要を作り出すことは明ら

かである．かつて先進国ではエネルギーの使用形態は

まず，石炭，石油・ガス，電力（あるいは原子力）と

移行してきたが，発展途上国ではインフラストラクチ

ャーその他の制約から石炭のパスをスキップし石油の
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潜在需要を大きく増大させる可能性がある．

本稿の目的はこれらの問題に対して直接答えようと

するものでないが，世界のエネルギー需給の現状や将

来を考えるうえではひとつの視点となろう．ここでは

主要国のエネルギー需給動向や電力シフトなどに着目

しながら簡単に世界のエネルギー需給や展望について

述べよう．

2．エネルギー需要の推移と特徴

第一次石油危機直前より現在までの世界のエネル

ギー需要の推移を表1に示す．まず第一にいえるこ

とは世界のエネルギー需要の伸びがかつてと比べると

かなり緩慢になったという点である．1971～1973年の

エネルギー需要は年率4.8％で伸びていたが，石油危

機以後の1793～1981年では年率1.7％に落ちている．

これは先進国では特に著しく図-1に示すように1973年

を基準に取って，エネルギー/GNP比を計算すると，

日本，米国，西ドイツなどの主要国では2割もの省エ

ネルギー化が進んでいることがわかる．しかし－方発
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（出所）国際比較統計，日本銀行調査統計局，

昭和59年6月より作成．

図－1実質GNPl単位当りのエネルギー消費
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（出所）エネルギー統計資料（海外編)，日本エネルギー経済研究所，昭和59年

表2主要国のエネルギー需要の動向

(出所）文献（13）

展途上国ではエネルギー消費はエネルギー危機後もか

なりのびている．たとえば，表1から日本を除くアジ

アの1973～1981年のエネルギー需要の伸びを求めると

年率4.2％にものぼっている．このように発展途上国に

おけるエネルギー需要の伸びは今後の長期的なエネル

ギー需給を展望していくうえで1つの大きな問題であ

る．

このような結果として世界のエネルギー需要に占め

る先進国のシェアは減少する方向にある．1971年にお

いては世界のエネルギー需要に占めるOECDの割合

は62％であったものが1981年には54％に低下している．

主要各国のエネルギー需要動向を文献(13)，（14)に

よって整理してみるとつぎのようになろう．表2は主

要各国の総エネルギー需要，電力需要の年平均増加率，

対GNP弾性値，電力シフト係数（電力需要伸率をエ

ネルギー需要伸率で割った値)，電力比率(総エネルギ

ーに占める電力のシェア）を計算したものである．

各国とも石油危機以後大幅な経済成長の低下を経験

しているが，イギリス(0.5%)を除けば大体2～3%

の年成長率になっている．経済成長の低下とともにか

って石油危機以前おおむね1を超えていた総エネルギ

ーの対GNP弾性値は0.5前後あるいはそれ以下に低

下している．しかし電力については対GNP弾性値カヌ

石油危機以後も1を下回っていないことが注目される．

これは電力シフトと呼ばれている．表2におけるただ

ひとつの例外はわが国で，1973～1981年の対GNP弾

性値が0.7にまで低下している．わが国の場合はエネ

ルギー多消費産業のウェイトの低下など産業構造の変
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ガス，原子力の導入で44％（1982年）にまで低下した

が，石炭のシェアは30％程度のまま大きく変化してい

ない．これは窯業土石，鉄鋼などの産業部門の一部で

石油代替エネルギーとして石炭が導入されたことが寄

与しているが産業部門における石炭の利用はわが国を

同様今後はあまり期待できないといわれている．今後

の鍵を握るのはやはり天然ガスや原子力の動向である．

（文献（9）)．

化が著しかったことのによる．

つぎいくつかの主要な国について考えてみる．まず

最初に米国についてのくると，米国は世界最大のエネ

ルギー消費国であることはよく知られている．表1を

みてもわかるように北米のシェアは著しく大きくその

8割以上が米国である．（より正確にいえば1981年の

世界のエネルギー消費の28％が米国である.）エネルギ

ー需要面におけるわが国との重要な違いは天然ガスの

存在でそれがエネルギー間競合を複雑かつ価格反応的

にしている．天然ガス市場は大きく石油との競合が重

要である．ある意味では米国の一次エネルギーの構成

はかなり多様化しており，かつ自由世界最大のエネル

ギー供給国でもあり，わが国などと比較するとエネル

ギーセキュリティ面からは最も安定的な構造になって

いるともいえる．（しかし市場そのものは不安定であ

るといわれる．石油4割，天然ガス2.5割，石炭2

割，水力・原子力1割）また意外なことは原子力開発

に最も中心的役割を果たした米国が電力需要の低迷，

石炭火力という強力な競合相手の存在，原子力開発の

制度上の問題，あるいは電気事業の経営不振等といっ

た理由のため，原子力開発がかなり不振になっている

ことである．また米国のエネルギー消費構造における

1つの特徴は民生用エネルギーのシェアが大きく全体

の1/3以上を占めることである．おそらくわが国の所

得が将来かなり増加してもその一人当たりのエネルギ

ー消費が現在の米国のレベルに達することは永遠にな

いのではないかという気さえする．（文献(11）その他

参照）

欧米諸国ではわが国と異なり天然ガスがエネルギー

供給の中で重要な役割を占めているが，それ以外を除

けば輸入依存度の高さなどの点でフランスのエネルギ

ー消費構造はわが国に近いといってよい．特にエネル

ギー供給に占める石油のシェアが著しく高くフランス

は石油危機以後そのシェアを下げることを大きな目標

にして来た．フランスのエネルギー政策の特徴は原子

力に大きなウェイトを置いている点で，発電電力量に

占める原子力のシェアが近年著しく増大しており，

1982年においてすでに40%弱にも達している．一方需

要面ではこれに対応してEDF(フランス電力公社）

などを中心として強力な電力シフト政策を進めている．

（文献(10)参照）

最後に西ドイツについてふれると，エネルギー供給

構造の特徴は石炭のシェアが高いことがその特徴であ

る．第一次石油危機当時55％を占めていた石油は天然

表3主要国の一次エネルギー消費の構成
(単位％）

(出所）国際比較統計

3．各国のエネルギー需給予測の比較

世界各国でさまざまなエネルギー需給予測が作成さ

れ公表されているが，それらは独自の考えかたや利用

目的をベースとしているばかりかその内容も多様であ

り，それらの結果から統一的なエネルギー需給の比較

を行ったり，世界のエネルギー需給の方向を見通すこ

とはなかなかむずかしい．しかし幸いに1983年に，オ

ーストリアにある国際機関であるIIASAによって

統一的なフォーマットのもとで世界325のエネルギー

需給予測が集められたのでここではその結果の一部を

利用しながら将来のエネルギー需給の方向について考

えてみたい．

このIIASAによるエネルギー需給予測の国際比

較はETA-MACROというエネルギーモデルで名高

いStanford大学のA.S.Manneを中心とするグルー

プによって行われたもので，1980年を基準年としなが

ら1990年，2000年，2010年の3時点に対する予測を比

較したものである．ここに集められた長期エネルギー

需給予測は主に1983年あるいは1982年に作成（あるい

は公表）されたもので新しさの点ではやや問題がある

が基本的には現時点でも割合通用するものである．

表4には集められた長期予測を整理，分類するため

の地域分けと予測の数を示す．なおこの325の予測は

1ケースをひとつと数えている．
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一 一回一ェ士一一一表4予測の対象地域と予測の数
中国碑

可川H俳叩i邦OEC

OPEC

NODC

I

4
1．00－10．20．30．4UobG

（出所)IIASA,InternationalEnergyWorkshop.

l983のデータより作成．

図－3世界の長期エネルギー需給予測における

電力需要の対GNP弾性値の分布(1980-1990)

(出所)IIASA(16)

図-2は各予測で使用している実質エネルギー価格予

測の集計である．まず注目すべき点は予測がかなり広

く分布している点である．2000年や2010年に対する最

も楽観的な予測と最も悲観的な予測とでは3倍もの差

がある．このことは将来のエネルギー価格に対してエ

ネルギーの専門家間にもほとんど統一意見がないこと，

裏返していえばさまざまな見解をもった専門家がいる

ことを示している．一般に予測は難しいがエネルギー

価格予測はその最も難しいもののひとつであろう．エ

ネルギー価格をなんらかの理論的フレームワークで分

析することはできても予測すること（あるいは説得的

に将来の値を説明すること）は現在のモデルではでき

ないとみてよい．現在ではエネルギー価格の予測は専

門家の動物的直観によるシナリオの域を出ない．なお

図-2の分布は中央値でみると年2％の上昇率になって

いる．

ここではあまり多くを紹介できないので図-3,図－4

に電力需要の対GNP弾性値を示す．ここでこの目的

のために利用で来た予測は約100である．電力需要の

対GNP弾性値についてはOECD諸国が他の諸国よ

りやや低くめになっているが，おおむね0.5から2.0の

間まで広く分布している．OECD諸国では半数近く

一
一

I■
OECD

0．00．10．20．30．40．50．60．70.80．91．01．11．21．31．41．51．61．71.81．92．02．12．22．32．4
－0．1－0．2-0.3-0.4-0.30.60.7.0.8-0.9-1.0-1.1-1.2-1.3-1.4-1.5-1.6-1.7-1.8-1.9-2.0-2.1-2.2-2.3-2.4

(出所)IIASA,InternationalEnergyWorkshop.

1983のデータより作成．

図－4世界の長期エネルギー需給予測における

電力需要の対GNP弾性値の分布(1990-2000)

の弾性値は1．0を切っていることが注目される．

そのほか計画経済圏では石炭が高く位置ずけられて

いることのほかに，さきに述べたように先進国におけ

る石油需要が2000年にかけて減少するのに対して発展

途上国では石油消費が大幅に増加することが示されて

いる．

4．あとがき
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将来のエネルギー需給を展望するうえで以上の検討

で落とした点として，新エネルギーの位置ずけがあげ

られる．最近より明白になりつつある点は，近い将来

大規模に利用可能で市場における競争条件に十分耐え

得る新エネルギーは意外に少ないということである．

石油危機直後から百花捺乱のごとく実に多くの新エネ

ルギーが開発あるいは提案されたがものになる技術は

かつての予想よりもかなり少ないようである．（もち

ろんこのことにはエネルギー需要の伸びの大幅低下や

●■●●

●●

●

●●●●・
０
０

帥
旧
８

１

0.↑．｡。.。｡。･･･････：｡。。。
●

0.f
i
÷,－－q■･-･-.-‘--口｡｡－つ--‘ロー‘-.--‘－－●－，----.-ﾛー ｰー ｰー ‘ーﾛ･色一･･一一｡､÷-------や-‘---つ一・一一一・一一一◆一一口'－－．－－一一一一一一‘----

1 980199020002010

（出所)IIASA(16)

図-211ASA集計にみるエネルギー価格予測

－48－

l.ソ連と東欧 11個

2中国とその他のアジア計画経済圏10

3．計画経済圏10

4.OECD28

5.OPEC23

6．非OPEC発展途t国20

7．市場経済圏21

8．世界17

9.1ケ国/その他の地域分類185

計 325
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石油情勢の緩[lも関係している）それに比べると既存

技術によるエネルギーとしてのｲ1油，石炭，天然ガス，

原子力（軽水炉）の供給の能力はかなり強力である．

新エネルギー開発や役割に対して保守的考えが出て来

てもおかしくはないかもしれない．しかしこのことも

大きな問題点を持っている．確かに将来のエネルギー

技術をより正確に評価することは必要であることは明

白であるし，また事実そのことによって社会的な損失

を減らすことは可能であるが，将来の不確定性を過小

評価してあまり厳格な評価をしてしまうと技術の芽を

つんでしまうIIJ能性があるという点である．
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海外新製品紹介ディーゼルエンジンの効率試験用新しいモニター装置

西独のPrueftechnik社は,Vibrocordと呼ぶポ

ータブル型の新しい振動計（写真）を開発した．こ

の装置は，ドイツ技術者協会(VDI)の規格番号

2063に適しており，ディーゼルエンジンや100kw以上

のコンプレッサーの効率を調べるのに利用できる．

この装置には，変換器と前置増幅器を内装しており，

振動の振幅がデジタル表示される．また現場で酷使

されることを前提に設計されているので，耐水・耐

油性に優れ,1mの高さからコンクリートの床に誤

って落しても安全である．

詳細は下記のメーカへお問合わせ下さい．

Prueftechnik,

DieterBusch+PartnerGmbH&Co.，

Postfach51,D－80451smaning

beiMunchen

B.R.D./F.R.G.
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エンジン効率試験用振動計「VIBROCORD」

(Prueftechnik社，西独）




